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（私たちを取り巻く環境）
 最初に、デバイスCo.の存在意義と目指す姿について、簡単にご紹介します。
 今、持続可能な社会の実現に向けて、世界が一丸となって取り組むことが求められて
います。
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（パワー半導体の重要性）
 その世界で日常生活や社会活動を維持していくために欠かせないエネルギー問題に対
して、パワー半導体はあらゆる産業におけるエネルギー消費を抑えるポテンシャルを秘め
ています。
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（HDDの重要性）
 また、IoTの発達に伴い進化するデータ社会において、HDDをはじめとするストレージデ
バイスに求められる要求もまた、今後ますます高まることが想定されています。
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（私たちのポートフォリオ）
 私たち東芝デバイス＆ストレージグループ（本日はデバイスCo.とお伝えします）は、
社会/情報インフラの進化に不可欠な半導体、ストレージ、そして先端半導体製造装
置に注力し、魅力にあふれ、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
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（会社概要）
 デバイスCo.の母体となる現状の東芝デバイス＆ストレージの概要です。
 半導体、HDD、ニューフレアテクノロジーによる半導体製造装置などを主な取扱製品
とし、年間売上高8,600億円を見込みます。

 従業員は連結で23,100人となります。内13,900人が海外です。
 製造拠点は半導体で国内６拠点とタイ工場、HDDはフィリピンに工場があります。
 販売拠点はグローバルに保有しています。
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（対象市場）
 私たちが注力しているマーケットです。
 グリーン化の要請、デジタル化の進展は今後も加速していくものと想定され、各種調査
機関のデータでもこのような高い成長が見込まれています。
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（製品が対象とする市場）
 その対象市場に向けて提供している私たちの事業ごとの売上比率のイメージと主な製
品群を示しています。それぞれの市場に半導体、HDDを販売しています。また、半導
体製造装置は半導体製造メーカーなどに販売しています。
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 （顧客基盤）
 次に私たちの顧客基盤についてご紹介します。
 昨年度は、クラウド、車載、産業・FAで約半分の事業規模を占めていました。これを
25年には69%に引き上げていく予定です。

 下段、海外売上比率は、現在70%でありますが、半導体、HDDともに中国を中心
に伸長を計画しており、25年度には80%を超える予定です。

 また、これを支える販売チャンネルとしては海外中心に42拠点を展開しており、製品数
は約4万品種を有しています。
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（事業ポートフォリオの考え方）
 事業ポートフォリオの考え方についてご説明します。
 私たちの事業ポートフォリオを、基盤事業と成長事業に分けて示しました。
 半導体ではパワー、HDDではデータセンター向けHDD、半導体製造装置ではマルチ
ビーム描画装置とエピタキシャル成長装置が成長事業となります。

 私たちは２つの考え方でポートフォリオを考えています。
 １つ目は縦のライン、基盤事業で得た収益を成長事業へ投入することで、資源投入
と成長をさらに加速し、逆にそこで作り上げた技術や生産キャパシティを基盤事業に展
開し、効率的に事業を拡大しています。

 ２つ目は横のライン、経営資源の相互活用です。各々の事業で立ち上げた技術資
産を他の事業に展開すること、顧客資産や調達ネットワークを相互に活用することなど
です。

 より具体的には次のページでご紹介します。
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（経営資源の相互活用）
 ３つの事業は相互に経営資源を有効に活用しながら成長しています。
 例えばニューフレアのマルチビーム描画装置のBAAというキーデバイスは、研究所発の
半導体のMEMS技術を応用したものです。また、注力している化合物半導体の開
発・生産は、ニューフレアの高性能なエピタキシャル成長装置を導入して垂直統合モデ
ルで加速します。

 生産技術についても、半導体工場で培った歩留り向上のノウハウをHDD工場のダスト
管理に展開したり、半導体の高精度なプロセス管理技術をHDDのヘッドやメディアの
製造プロセスの生産技術に応用しています。

 加えて、半導体、HDDの共通の顧客との大型ロングターム・アグリーメントの締結など、
顧客基盤やサプライヤー基盤を相互活用したりすることにより、今後も効率的に事業
成長を実現していきます。
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（サプライチェーン）
 次にサプライチェーンについてお話しします。
 ご存じの様に半導体デバイスは、現在世界的な供給不足の状況にあります。またスト
レージに対する需要は今後もさらに拡大していきます。

 この状況を受けて、私たちは生産能力の増強と安定的な調達網の構築を推進します。
 左側にあります生産能力については、今年度からの５年間で約2,600億円を投資し、
20年度比でシリコンパワー半導体は1.7倍、二アラインHDDは2倍に増強します。

 主要な取り組みとしては、先日発表させていただいた新棟を含めた加賀東芝
300mmラインの投資、 200mmライン化合物半導体生産ラインの整備、ニアライン
HDDの増産、半導体製造装置は横浜工場の製造スペース拡張などです。

 加えて、右側に安定的な調達網の構築について示しています。半導体の主要材料に
ついては、80%が長期契約を締結しています。またマルチベンダー化も70%以上に高
めており、いっそう安定的な生産体制の構築を推進してまいります。
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（カーボンニュートラルに対する取り組み）
 カーボンニュートラルに対するデバイスCo.の考え方についてご説明します。
 デバイスCo.としては従来と変わらず、カーボンニュートラルに貢献する製品の提供を拡
大していきます。

 加えて30年までに、当社の生産工程における再生可能エネルギー利用100％を実
現することをコミットいたします。

 これに先立って、半導体の主要な量産拠点であり今後も投資を加速していく大分工
場と、加賀東芝の300mm新棟では、26年度までに再生可能エネルギー100%を
実現することを計画いたします。ここでは自社で発電した自然エネルギー利用への転換
も推進いたします。

 また、お取引先や製造委託先との協働、協業による温室効果ガス排出量の削減によ
り、バリューチェーン全体でのカーボンニュートラルを実現します。
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（資源投入）
 資源投入についてです。
 設備投資は主に、パワー半導体生産設備の増強に加え、化合物半導体の開発設
備の増強やニアラインHDDの供給能力の増強を行います。

 また、研究開発では、ラインナップの拡充や業界をリードする新製品の開発にも注力し
ていきます。

 21年度から25年度までの5年間の資源投入の総額は、5,000億円以上を見込ん
でいます。
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（事業計画）
 デバイスCo.の事業計画です。
 昨年度先端システムLSIの新規開発から撤退したことと、今年度は半導体市況が好調であ
ることから、今年度は、売上で8,600億円、営業利益率で6%を見込みます。

 比較的ボラティリティーの高い業界ですので、25年度に向けた計画はやや保守的に組んでお
りますが、市況なども見ながら機動的に追加投資を行い、成長を前倒していくつもりです。

 下段のフリー・キャッシュフローをご覧ください。半導体を中心に毎年500億円内外の投資を
継続し、25年度までの5年で累計▲2,800億円の投資キャッシュフローを見込みますが、利
益増に伴い、4,200億円の営業キャッシュフローを見込むため、フリー・キャッシュフローの累計
額は+1,400億円を計画します。
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（財務運営方針）
 デバイスCo.の財務運営方針です。
 資本配分については、自らが生み出す資金を基礎収益力の向上および、成長領域へ
積極的に投下します。

 バランスシートは、ネットキャッシュポジションの維持を基本にしますが、必要と判断した
場合には、一時的な有利子負債の活用も柔軟に検討します。

 株主還元方針については、平均配当性向は30%以上を目指します。申し上げました
通り、成長のための投資を優先しますが、余剰となったフリー・キャッシュフローは、配当
と自己株式取得などによって株主に還元する方針です。

 同時に資本効率の向上に取り組み、ROEは平均15%の水準を目指します。
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（スピンオフの意義）
 今回のスピンオフの意義について、デバイスCo.の立場から説明します。
 まず、意思決定の迅速化です。私たちの対象市場は変化や技術進化が速く、投資や
M&Aなどの意思決定を速やかに行うことが必要となります。

 現在の東芝は事業部、分社会社、コーポレートの３層構造となっていますが、新しい
デバイスCo.では２層構造となり、業界に精通したマネジメントチームが経営に当たるこ
とにより、迅速な意思決定ができ、成長戦略の実行が速くなります。

 次にコストについては、デバイスCo.観点で必要となる費用や投資を、自らの判断で必
要なタイミングで直接投入できるようになるため、コストコントロールの自由度が向上しま
す。
また、デバイスCo.としての事業特性を加味したKPIを設定し、事業目標の達成を目
指すこと通じて、当社固有の事業情報や財務情報を市場に対して頻度高く開示する
ことができます。このことで当社の事業を市場によりよく理解いただくことが可能となると
思っています。
人材については、デバイス業界の特徴を加味した人事制度が可能となることにより、よ
り専門的で優秀な人材を確保することができます。
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（半導体事業戦略）
 それでは、個々の事業戦略についてご説明いたします。
 まず、半導体の事業戦略についてご説明します。
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（注力マーケット）
 最初に、マーケットについてです。
 これらは、私たちがターゲットとしているマーケットですが、この中でも特に自動車、産業
/FA分野に注力しています。

 そしてこれらの分野は、グリーン化、デジタル化を背景に、今後も継続的に需要が拡
大・高度化していくことが予測されています。
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（自動車市場）
 注力市場のひとつの自動車市場ですが、ご存じのようにカーボンニュートラル化により内
燃機関の販売規制強化が計画されており、左のグラフに示しましたようにxEV化が市
場伸長をけん引します。

 加えて、エンジン車も含めて電動化は加速することが予測されており、電動モーターシス
テムなどの市場拡大が見込まれます。

 また、自動車の軽量化、走行距離延長ニーズの高まりから、インバーター、バッテリー管
理システム、モーター制御などの省電力化、高効率化の要求が拡大します。

 さらに、車載機器は開発期間の短縮やコスト削減を進めるべく、プラットフォーム化・モ
ジュール化を加速しており、半導体に対しても品質の確保をはじめ様々な対応を求め
られています。
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（半導体市場見通し）
 半導体市場の見通しについてです。
 左側のグラフ、メモリーを除く半導体市場は、21年で約45兆円($=110円換算)です
が、25年には約55兆円に伸長することが予測されており、年平均では4%伸長となり
ます。

 この市場の中でも、車載用途と産業用途はそれぞれ11%、8%と大きな市場伸長が
見込まれています。

 この中でもパワー半導体に着目したものが右側のグラフになります。市場は年平均で
７％の伸長が予測されており、車載用途では17%、産業用途では10%と、より高い
成長が予測されています。

 これらがデバイスCo.としてターゲットとしている市場と製品分野です。
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（デバイスCo.半導体事業の事業領域）
 ここで、現在の私たちデバイスCo.の半導体事業の事業領域について説明いたします。
 この図は、「製品ライフサイクル」、「生産設備更新ライフサイクル」、「デバイス構造」、
「販売する分野」を軸に半導体の製品群をマッピングしてお示ししています。

 昨年度発表いたしましたとおり、東芝半導体事業はロジックLSIの新規開発から撤退
しました。またNANDメモリー事業についても売却したことはご存じの通りです。

 これらは半導体市場全体の2/3を占める巨大市場を形成していますが、同時に大変
大きな設備投資を必要とする事業であることも事実です。

 現在の東芝半導体事業が担当しているディスクリート、アナログ、マイコンは、製品ライ
フサイクルが比較的長く、設備更新も頻繁ではなく、分野も多岐にわたることから、景
気連動性が高いと言われている半導体事業の中では、比較的ボラティリティーが低く、
投資負担も軽い事業領域であるということがご理解いただけると思います。
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（半導体の事業モデル）
 次に、当社の半導体の事業モデルについて説明します。
 前項の事業領域の中でも、特に大幅な市場の伸長が期待され、当社の強みが発揮
できるパワー半導体を成長事業と位置付けており、積極的な研究開発費や設備投
資の資本投下を行っていきます。

 ここで培った技術優位性や生産能力を、ピラミッドの下の方にあるダイオード、フォトカプ
ラー、トランジスター、アナログ、マイコンなどのパワー半導体の周辺の幅広いカバレージ
を持った基盤事業に展開し、事業基盤をいっそう強固なものにしていきます。

 そしてこの基盤事業からの収益をパワー半導体に投入することで、さらなる事業成長を
実現していきます。
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（半導体の事業目標）
 半導体の事業目標についてご説明します。
 先ほどご説明したように、半導体事業の中でもパワー半導体は特に伸長する分野であ
り、売上のCAGRは9%以上を計画しています。

 この計画は、アプリケーションとしては成長率の高い車載や産業向けを伸ばしていくこと
によって実現し、それらの比率を58%から65%に高める計画です。

 右上のグラフは、注力製品群のポジションです。パワー半導体全体では、当社は昨年
度、世界６位です。このうち最注力しているパワーMOSFETは右のグラフのように現状
世界４位となっていますが、25年度にはトップ3を目指します。

 昨年度より技術優位性を生かした新製品投入のための開発を一段と加速しており、
現状高いシェアを頂いている国内顧客の基盤をさらに強化すると同時に、中国を中心
とした海外販売を拡大していきます。また、そのために生産能力の増強を機動的に行っ
ていきます。

 次に、これらの３点についてご説明します。
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（パワー半導体の技術優位）
 １点目は、パワー半導体の技術優位性についてです。
 当社が得意とするパワーMOSFETは、様々な機器や用途に使用されており、必要とさ
れる耐圧に応じた幅広いラインナップを展開しています。電動ポンプや自動車のバッテ
リーマネジメント、サーバー電源や通信基地局の電源などです。

 当社は、車載などの分野で重要視される高効率特性に注力しており、パワー半導体
の効率を評価する指標として重要なオン抵抗・スイッチング特性で世界最高レベルの
性能を誇ります。

 また長年、車載品質の製品を手掛けていることも強みです。今後は機器のさらなる高
効率化・小型化に貢献する化合物半導体を投入していきます。

 一方、スライド右側の高耐圧パワーデバイスは、系統変電や鉄道・インフラなどに用い
られます。

 当社製品は、高信頼性、高放熱性、高対候性といった技術的な強みを生かし、成
長著しい中国のIEGT採用の直流送電では25%のシェアを獲得しています。

 またSiC搭載モジュールもすでに電鉄向けに提供しており、製品の信頼性の向上や小
型軽量化に貢献しています。

 加えて、インフラ向けパワーデバイス分野で培ってきたパッケージ技術を発展させ、さらな
る小型化、高性能化を目指したHV-MCPの開発も進めています。
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（パワー半導体の販売強化）
 ２点目は、大手顧客との強いリレーションについてです。
 当社はパワーMOSFETでは３年連続で日系メーカーとしては首位です。
 左側、現在車載市場向け販売は90%が国内向けですが、この実績を生かしながら
海外のxEV市場に本格的に進出します。

 すでに中国を中心とした海外で技術営業を増強し、応用技術や品質サポートを強化
しています。また、モデルベース開発の対応をいっそう強化し、お客様の開発ターン・アラ
ウンド・タイム、開発コスト低減に貢献してまいります。

 右側は産業市場向けです。国内外の有力電源メーカーやインフラ系のカスタム顧客に
販売を継続しており、すでに海外市場で71%の販売を行っています。

 今後も実績豊富な産業大手とのリレーションを強化していきます。
 そして、サーバー、データセンター、基地局などの５Gインフラ拡充へのソリューション提案
や、鉄道や送配電システムなどへのカスタム対応も強化していきます。
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（加賀東芝300mm新棟）
 ３点目は生産能力の機動的な増強についてです。
 これは、先日発表させて頂いた、加賀東芝の300mm新棟をCGで表したものです。
 一番右側の建屋が新棟で、注力するパワー半導体の量産規模を大幅に引き上げる
ことが可能です。

 新棟の基本的なコンセプトはご覧の通りで、RE100を実現させながらBCPに対応し、
より高い生産品質/生産効率を目指した、業界でも最先端のファブになります。

 能力増強の考え方については、次のページでご説明します。
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（生産能力増強）
 生産能力については、本年度を含む５年間で、過去５年の設備投資の２倍の投資
を行う計画です。

 300mm第１ラインの設置は、すでに加賀東芝の既存クリンルーム内にて行われてい
ます。当初計画は23年度量産でしたが、来年度下期に前倒しをしています。

 また先日、加賀東芝の新棟の投資を発表させていただきましたが、新棟の第１期がフ
ル生産になった時点で現在の生産能力の2.5倍、新棟がフル生産になった場合3.5
倍に増強されます。

 新棟では24年度から量産を開始する予定で、第１ラインで確立した技術を専用設
計の300mmラインに適用し、生産効率を追求するとともに、ライン立上げ当初より再
生可能エネルギー利用100%を実現する計画です。
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（化合物半導体への取り組み）
 化合物半導体の取り組みについて説明します。
 左側のグラフは次世代の化合物半導体の市場予測です。SiCでは今年度から26年
度までの間で31%の伸長、GaNでは62%の市場の伸長が期待されます。

 当社は鉄道向けの高耐圧SiCをすでに量産出荷しており、このノウハウを車載に転用
していきます。

 また当社グループのニューフレアのエピタキシャル成長装置を使用し、垂直統合を実現
します。

 また現在、SiCは150mmで製造していますが、200mm生産ラインの整備を推進
し、生産効率の向上を進めます。
加えて、次世代半導体のキー材料については、材料メーカーとの長期購買契約を締
結し、供給確保に努めています。

32



（半導体事業計画）
 半導体の事業計画です。
 売上高については今年度見込の3,200億円から、25年度には3,700億円に500億
円上げる計画をコミットメントとしておりますが、300mm新棟により、従来以上に機動
的に投資を実行し、さらなる売上増を狙える体制を構築していきます。

 営業利益率は現状の14%から25年度12%を計画します。限界利益率は2ポイント
改善していますが、24年度以降に大きく寄与する300㎜ラインの増産投資と、25年
度以降に事業寄与する化合物半導体への先行投資を戦略的に織込んでいるためで
す。

 フリー・キャッシュフローは税引前利益の増加に伴い、25年度にかけて130億円の増加
を計画しています。21年度から25年度累計では、約700億円のフリー・キャッシュフ
ローを創出する計画です。内訳は、営業キャッシュフロー2,400億円、投資キャッシュフ
ロー ▲1,700億円を見込んでいます。
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 次に、ストレージの事業戦略についてご説明します。
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（ストレージを取り巻く環境変化）
 私たちの世界は、ICT/AI技術と人間社会の融合によって、あらゆる情報と人が繋がる
社会に発展していきます。

 この発展は、数々の新しいサービスによって支えられ、多くはクラウド・サービス・プロバイ
ダーがプラットフォーマーとして市場成長を牽引していくことになります。

 この成長に欠かせないのがストレージの進化です。具体的には、サーバー空間での大
規模なデータ蓄積、データ保管コストの低減、環境負荷を極小に抑えること、暗号化
などにより情報セキュリティーを担保することなどが求められます。
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（ストレージ市場の見通し）
 このグラフはその中でも、特にストレージ容量の増加について示しています。
 2020年代の10年間は「データの10年」であると言えます。
 ここには21年から25年の4年間の遷移を示しましたが、データの生成量で約2.2倍、
稼働するストレージの容量で2.0倍、その中でHDDの稼働している容量で1.9倍という
大幅な伸びが予想されています。
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（ニアラインHDDの市場）
 ニアラインHDDの市場について説明します。
 HDDの中でも、データセンターやクラウド・サービス・プロバイダーなどで使われる二アライ
ンHDDと呼ばれるHDDの需要拡大は顕著です。

 左に示したように、世界のデータセンター、クラウド・サービス・プロバイダー向けのHDDの
需要は、出荷容量ベースで、年間22%増のペースで増大していきます。

 このニアラインHDDは、右側の階層化された大容量データセンター向けのストレージの
構成の中で大きな比重を占めます。これは容量と速度のバランスの中で、経済的に大
量のデータを保存する上でニアラインHDDが必要不可欠ということを示しています。
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（ニアラインHDD顧客の情報記録ニーズ）
 それではクラウド・サービス・プロバイダーにとって求められるHDDとはどのようなものでしょ
う？

 当然ながら大容量を実現する技術革新を継続すること、記憶容量当たりの電力がで
きる限り少ないこと、365日24時間のデータセンターの安定稼働を支える品質を持って
いることなどです。

 デバイスCo.は、大容量化については多層枚化やアシスト記録技術で実現していきま
す。

 またデータ保管コストについては、ビットコストによって決まる初期導入コストと、消費電
力などのランニングコストの両面を考える必要があります。

 特に導入コストに関しては、右側のグラフでHDDとSSDのビットコストの比較いたします
と、これは調査会社の予測ですが、HDDはSSDの1/7のコストを継続的に実現してい
きます。

 HDDとSSDはそれぞれの製品特性を生かしてデータセンターの市場では併存していくこ
とが予測されています。
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（シェア拡大の実績）
 注力している二アラインHDDですが、16年度の当社のシェアは8%程度でした。
 その後、世界初となる技術の開発と製品への適用、お客様であるデータセンターに求め
られる品質基準の達成などにより、市場シェアは着実に拡大してきています。
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（二アラインHDD事業戦略）
 二アラインHDDの事業戦略は明快です。
 デバイスCo.のニアラインHDDは、①大容量化、②顧客リレーションの拡充、③生産能
力の拡大によってお客様の期待に応えていきます。

 これらの施策によって、今年度最終四半期で17%程度のシェアを、25年度までには
最低でも7ポイントのアップの24%を目指します。

 これらの施策については、次のページ以降でご説明します。
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（大容量化技術）
 １点目は、大容量化技術についてです。
 本日は技術・製品については、この後、森統括技師長から説明をいたしますが、大容
量化技術について簡単にご紹介します。

 当社は、多層磁気ディスクの業界初投入や、マイクロ波アシスト記録の業界初投入を
行ってきました。

 これらはヘッド、メディアをはじめとするキーサプライヤーとの技術開発連携をベースにして
います。当社は約60年にわたり、キーサプライヤーとの開発連携を継続して行っていま
す。

 先日発表させていただいたMAS-MAMRでは30TBの実現に目途を付けており、23
年度に商品化する予定です。

 今後もさらなる大容量化を実現し、お客様のトータル・コスト・オブ・オーナーシップの改
善に貢献していきます。

41



（顧客リレーション）
 ２点目は、顧客リレーションの強化についてです。
 大手クラウド・サービス・プロバイダーへの参入には、大容量製品の投入だけでなく、現
地における技術協力体制の構築が重要です。

 不具合が発生した際の解析ターン・アラウンド・タイムの改善など、顧客に信頼いただく
体制の構築にこの数年間注力してきました。

 結果として、ニアラインHDDで市場の大部分を占める大手クラウド・サービス・プロバイ
ダー10社のうち、すでに８社の受注に成功しています。19年度が4社だけであったこと
を考えると、この分野では後発であった当社も市場では大きな認知をいただいたと考え
ています。

 右側の今後の計画ですが、大容量製品の継続投入や現地技術協力体制の拡充に
加えて、生産能力の増強、営業体制の強化を継続的に行っていきます。

 右下に示したのは25年の地域別のデータセンターの数です。今後伸長することが予測
される中国市場に多くの新しいリソースを投入してシェアの拡大を図ります。
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（生産能力拡大）
 ３点目は生産能力の拡大についてです。
 拡大する二アラインHDD市場でシェア獲得を計画する当社は、生産能力についても
継続的に拡大していきます。

 主力のフィリピン工場へは継続的に経営資源を投入していくと同時に、第二拠点を中
国に新設することとしました。

 前項で示しました通り、中国市場は今後大きな伸長が期待されるマーケットです。中
国に製造拠点を設置しフィリピンと２軸となることにより、BCP強化、中国顧客への物
流コスト削減、磁気ヘッドサプライヤーの中国拠点との連携強化など、生産能力増強
以外の様々なメリットが期待できます。

 両拠点の生産能力は、右のグラフで示しました通り、昨年度との比較で25年度には
約２倍に引き上げる計画です。

 左下に示したのは当社のHDD事業のビジネスモデルです。HDDメーカーは世界に３
社しかないのはご存じの通りですが、当社は他２社と異なり、ヘッドとメディアを購入して
開発製造を行う水平分業型の事業を５0年以上継続しています。

 これらキーサプライヤーとの技術的連携が強固であることはもちろんですが、開発投資/
設備投資の分散により、資本効率の最適化を図ることができ、このビジネスモデルは当
社の強みのひとつであると認識しています。
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（HDD事業計画）
 HDDの事業計画です。
 売上高は、21年度から25年度で約1,000億円の増収となります。これは、すでに
SSDへの置き換えが進んでいるモバイルHDDなどの市場縮小を織込んだ上でも、二ア
ラインHDDの拡大により実現するものです。

 営業利益率は4%から7%へ3ポイントの改善を計画しています。これは、比較的収益
性の高い二アラインHDDの構成比増加と、原価改善などによる限界利益率の改善に
よるものです。

 25年度のフリー・キャッシュフローは、＋220億円を見込みます。増産のための投資は
一定規模で継続しますが、規模増・収益性の改善による営業キャッシュフローの改善
の効果を見込んでいます。
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(HDD推移）
 東芝は半世紀以上にわたり、社会要請に応える先端技術を投入したHDDを継続し
て提供してきました。

 今後はデータセンターをはじめとしたストレージ用途に、新しい製品を継続して提供して
いきたいと思います。

45



 半導体製造装置を扱っている、ニューフレアテクノロジーの事業戦略です。
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（ニューフレアの選定市場）
 はじめにニューフレアの製造装置の顧客となる半導体市場についての概況です。
 社会・情報インフラを支える半導体市場は20年でおよそ50兆円でしたが、30年には
新たに50兆円規模もの市場が創出されます。

 特にデジタル、グリーン化をけん引する先端微細化半導体、および高効率化合物半
導体の市場が拡大します。
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（製品紹介）
 ニューフレアテクノロジーの半導体製造装置は、電子ビームマスク描画装置とエピタキ
シャル成長装置に代表されます。

 電子ビームマスク描画装置は、半導体の回路パターンを転写する原版となるフォトマス
クを製造する設備で、メモリーや先端ロジックの企業やファウンダリー企業、マスク専業
メーカーなどを顧客としています。

 もうひとつのエピタキシャル成長装置は、ウエハー上に結晶方位のそろった単結晶の薄
膜を成長させる装置で、半導体ウエハー製造メーカーやエピ専業メーカー、半導体製
造メーカーを顧客としています。

 双方の製品とも処理性能や精度などの技術力、歩留りやダウンタイムの抑制といった
生産性、顧客の生産フェーズまでを見据えた総保有コストの低減を提供しています。

 この実現のため、顧客とは仕様の決定、評価、生産計画、据え付け、稼働後の保
守、メンテナンスまで一貫して徹底的なサポートを行っています。
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（マスク描画装置市場）
 このページは、半導体製造に必要なフォトマスクの需要と、マスク描画装置の需要との
関係を示しています。

 左側のグラフは半導体フォトマスクの需要です。
 現在主力の8nm以上の線幅の半導体を製造するためのフォトマスクは、製品数の増
加による需要増などにより、今後も拡大が期待されています。これに伴い、従来から市
場を牽引してきたシングルビームのマスク描画装置も、一定の装置需要が毎年見込ま
れています。

 加えて、左側のグラフ一番上の7nm以下の微細プロセスの半導体の製造に必要なマ
スクは大幅に需要が伸びることから、右側のマルチビーム機の新規需要も大きく拡大す
る見込になっています。
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（ニューフレアのマスク描画装置）
 ニューフレアのマスク描画装置ですが、シングルビーム機は市場でご好評をいただき、先
端ノード向けではシェア100%で出荷させていただいています。ほぼ全ての先端半導体
メーカーとのリレーションを持ち、グローバルな拠点での顧客に対するオンサイトサポートを
提供しています。

 今後は、納入済みの装置に対してサポートとメンテナンスのリカーリングビジネスを拡大
していきます。

 一方、マルチビーム機ですが、今年度より顧客への納入を開始しました。すでにアジア、
北米の複数顧客からご注文をいただいており、来年度は出荷台数の拡大を計画して
います。

 マルチビーム機についても、シングルビームで培った信頼性と顧客リレーション、半導体
事業の技術を用いた内製のキーパーツ、高い生産効率と信頼性などを活用して、23
年度にはシェア50%を計画します。

50



（マルチビーム機の競合優位性）
 ニューフレアのマルチビーム機の競合優位性についてご説明します。
 ニューフレアはシングルビームで培った描画要素技術に独自技術を組み合わせて顧客
の生産性向上に寄与します。

 この図は横軸に微細化の度合い、つまりマスクの複雑さ、縦軸にマスク作成にかかる時
間を示したものです。

 微細化が進んでマスクが複雑化するとデータ量が飛躍的に増加し、描画時間が大幅
に増加してしまいます。この課題をマルチビーム機を投入することや、独自技術を次々
に適用することによって一定時間に抑制することによって解決します。

 今後も生産性の高い製品を投入していくことで顧客のニーズに応えていきます。
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（エピタキシャル成長装置市場）
 次にエピタキシャル製造装置の市場環境です。
 化合物半導体用のエピタキシャル成長装置市場は、電気自動車や次世代通信規
格に使われるパワー半導体のSiC、GaNの拡大につれて、大幅な伸長が予測されてい
ます。

 化合物デバイスの生産は、現状150mm基板が主流ですが、生産効率の向上を目
指して200mm基板へのシフトも進み、需要はさらに拡大していきます。

52



（エピタキシャル成長装置の競合優位性）
 エピタキシャル成長装置の競合優位性についてご説明します。
 ニューフレアのエピタキシャル成長装置は、高い成膜技術を有しており、表面欠陥密度
が大変低く、高い面内均一性を誇ります。

 そのため、高速で回転させる製造プロセスでも高品質を保つことができ、短時間での処
理が可能となります。

 すでにこのアドバンテージは顧客デモにおいても高い評価を得られており、昨年度のシェ
ア10%から25年度には30%超を狙っていきます。
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（ニューフレア事業計画）
 ニューフレアの事業計画についてご説明します。
 本日ご紹介したマルチビームマスク描画装置とエピタキシャル成長装置などの規模拡大
により、今年度から25年度までに売上高は約2倍、480億円の伸長を計画していま
す。

 営業利益率も、足元の7%から24%に伸長させる計画です。これは規模増、高付加
価値の新製品の寄与と、固定費増の抑制などによるものです。

 フリー・キャッシュフローも税引前利益の増加などに伴い、25年度は150億円を見込ん
でいます。
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（成長に向けて）
 本日の私のご説明の最後のページになります。
 デバイスCo.は着実な原価低減や市況変化に即応した需給対応をすることで、基礎
収益力のさらなる改善を目指します。

 また、技術を早期に収益化し、俊敏な投資判断で新事業を育成していきます。
 加えて、ビジネスモデルの近い分野をグループとして事業ポートフォリオを管理し、費用
構造や、組織、制度改革を迅速に実行していきます。

 これらの「基礎収益力」、「事業創出力」、「自己変革力」の相乗効果で成長戦略を
実現していきます。

 続いてデバイスCo.を支える技術と製品について、森統括技師長よりご説明させていた
だきます。
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（デバイスCo.先行研究開発体制の強化）
 まず、技術と製品のご説明の前にデバイスCo.の今後の研究開発体制の強化につい
てお話します。

 スピンオフに当たって、現在コーポレートラボにおいてデバイスCo.の事業領域に関わる
研究開発に専従している技術者の部隊と、現在東芝デバイス＆ストレージで先端技
術開発を担っているデバイス＆ストレージ開発センターを統合し、半導体＆ストレージ
研究開発センターをデバイスCo.を新設します。

 新しいR&Dセンターの人員は、今の東芝デバイス＆ストレージのデバイス＆ストレージ
開発センターの約3.5倍に増強されます。デバイスCo.の中長期のロードマップに基づ
き、製品開発に必要な先行研究開発を推進していきます。

 デバイスCo.の迅速な経営判断に基づき、必要な研究開発投資を機動的に実施、
先端基礎研究分野の開発力強化に向けた環境整備も推進していきます。

 全体の開発部隊の規模が大きくなりますが、事業部の開発部隊も含めた技術者の最
適再配置も実施します。

 AIアルゴリズム開発や高度な生産技術等の東芝/インフラサービスCo.とも共通の先端
共通基盤技術については、東芝/インフラサービスCo.の研究部隊に対する委託研究
により研究開発を推進する予定です。
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（デバイスCo.研究開発拠点）

 デバイスCo.の研究開発拠点です。
 新設する半導体＆ストレージ研究開発センター及び半導体事業部は川崎に集結し
ます。

 半導体事業部の開発を担う先端半導体デバイス開発センターは300mm棟を新設
する加賀、HDDのストレージプロダクツ事業部と、ニューフレアは横浜が開発拠点にな
ります。

 コーポレートラボから先端基礎開発の技術者がデバイスCo.に合流しますが、化合物
半導体の材料開発をはじめとする基礎研究を行う場を整備する事を考えており、ク
リーンルームのある横浜に半導体の研究開発スペースを新しく敷設し研究開発環境を
整備、強化していく予定です。
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（インフラ事業への戦略部品提供）
 次に、スピンオフ後のデバイスCo.から東芝/インフラサービスCo.事業への基幹部品の
供給についてご説明します。

 鉄道事業や再エネ、送配電事業に必要なパワー半導体を搭載した製品については、
東芝/インフラサービスCo.が必要とする仕様に基づき、引き続き開発を推進します。

 デバイスCo.ではシリコンやシリコンカーバイド（SiC）のパワーデバイスを搭載したパワー
モジュールを提供し、東芝/インフラサービスCo.において鉄道向けインバーターや再エ
ネ、直流送配電向け変換機等にそれらを組み込み、事業を展開していきます。

 デバイスCo.は、東芝/インフラサービスCo.向け製品に向けて開発する技術を、他の車
載、産業分野の顧客向け製品にも展開し、この分野の事業規模を拡大していきま
す。

59



（世界の潮流とデバイスCo.事業）
 それでは、デバイスCo.の事業を支える技術と製品の説明に入りたいと思います。
 世界的なカーボンニュートラル、デジタル化の加速、の2大潮流のなかで、我々はそれら
を支える基幹製品群を提供しています。

 カーボンニュートラルに貢献するパワー半導体、主にモーター制御領域に重点を置いた
アナログ半導体、車載向け等のセラミックス部品、またデジタル化領域では増加する
データセンターのメインストレージとしての大容量HDDや「データセンター及び通信基地
局」の電源向けパワー半導体、さらに先端半導体や化合物パワー半導体の製造にな
くてはならないニューフレアの半導体製造装置を展開してまいります。
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（パワー半導体の種類と特徴）
 この図はパワー半導体の種類とアプリケーションを示したものです。
 パワー半導体は電力のOn/Offを制御し、パワー半導体で構成される電気回路にお
いて直流と交流の変換、交流の周波数変換、電圧の変換等を行います。

 現在の主力はシリコンのパワー半導体で、使われる電圧が高く電流が大きい領域は
IGBT、それ以外の領域はシステムの小型化に適するMOSFETが使われます。

 近年開発が進む化合物半導体は、SiCは電圧、電流の大きい領域に向いており、ガ
リウムナイトライド（GaN）は高効率、小型化の領域に向いています。

 化合物半導体はシリコンに比較すると特性が優れていますが、まだ製造コストや信頼
性に課題があり、今後の研究開発でそれらの課題が克服されていくに従って、適用市
場が拡大していくと考えられます。
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（パワー半導体：MOSFET）
 まず、東芝のパワー半導体の主力製品であるSiのパワーMOSFETについてご説明しま
す。

 パワーMOSFETは継続的に性能の改善に取り組み、グロ－バル競争力の高い製品を
市場に投入しています。

 電力の制御を行う際に、導通時及びスイッチング時の電力損失をいかに下げるかが最
も重要な指標になります。一例として、オン抵抗は導通時の損失を示しますが、世代と
ともに性能を改善し世界トップクラスを実現しています。

 現在、車載向けには第8世代品が主力ですが民生、産業向けはそれよりオン抵抗を
15%下げた第9世代品を展開しており、この世代が現在の生産量としては最大です。
抵抗を30％下げた第10世代品の開発は完了し、いま順次販売を拡大中、さらに抵
抗を40%下げる第11世代の開発を推進中です。

 当社のパワーMOSFETは20Vから650Vまでの広い電圧範囲のラインナップで様々なア
プリケーションをカバーしていますが、需要急増と展開アプケーションの広がりに対応すべ
く23年までに製品数を倍増させる計画です。

 生産能力については、前工程については第8世代以降の全世代を300mmに展開し
200mmと併せて生産能力増強を行います。300mmについては、右上の断面写真に
あるようにすでに試作開発を進めており、22年度下期には量産寄与の予定です。後
工程についても既存能力に加えて、タイの後工程拠点を増強して増産対応を進め近
い将来、生産能力を倍増させる計画です。

62



（SiパワーMOSFETを中核とし、多様なアプリケーションに向け製品展開）
 当社はパワーMOSFETのコア技術をベースに多様な製品を開発し、様々なアプリケー
ションに展開しています。

 注力している車載市場向けには、国内工場で高度な品質管理の基で多様なパッケー
ジを揃えています。

 また、150Vや650V品では、トップクラスの低オン抵抗品にライフタイム制御技術を適
用し、高速動作を実現させた製品を通信基地局やサーバーの電源に展開します。

 さらに、当社は光半導体製品のフォトカプラーでは世界トップシェアですが、その技術を
ベースに同一パッケージにパワーMOSFETを集積したフォトリレーを展開しており、半導
体テスターや車載のバッテリーマネジメントシステム向けに拡大中です。

 また、民生市場向けにはスマホをはじめとするモバイル機器のバッテリーの保護回路に
用いられるパワーMOSFETを展開しています。微細MOSFETとチップ裏面の厚膜メタ
ル技術により、より低抵抗な製品のラインナップ強化を推進していきます。
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（車載向けパワー半導体：xEV向け IGBT、SiCパワーMOSFET）
 次にパワーMOSFETと並び注力している車載用の製品、シリコンIGBTとSiC
MOSFETについてご説明します。

 現在、一番上の750Vと1.2kVのSi-IGBT製品を量産中です。
 インバーターの特性改善のため、ダイオードをIGBTと一体化した新製品の開発を完
了、今年より量産します。次のダイオード一体型製品の第二世代品は300mmに展
開し26年より量産を行う計画です。

 一方、オンボードチャージャー用やインバーターの小型化、高効率化を実現するSiC
MOFETの採用も近い将来に始まると見込まれます。当面はシリコンIGBTよりコストが
高くなるため、車種によってシリコンIGBTとSiC MOSFETは使い分けが行われると想
定していますが、SiCの技術完成度が上がりコストも下がっていくとSiCの採用比率が高
まっていくと考えられます。

 車載用SiC製品については、まずオンボードチャージャー用の製品を24年に量産化した
いと考えています。

 シリコンIGBTは300mmに展開し、より低コストで大量生産できる体制を整える一方
で、車載用SiC製品の開発にも注力してまいります。
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（SiCデバイス開発：高度な技術基盤を活用し事業領域を拡大）
 次に、化合物半導体のSiCについてご説明いたします。
 今まで主に鉄道のインバーター向けに耐圧3.3kVのSiC MOSFETとショットキーバリア
ダイオード（SBD）を搭載したモジュール製品を国内の鉄道向けに量産化しておりま
す。

 鉄道向けは高電圧、高電流仕様となり、SiCで問題となる結晶欠陥の影響を受けや
すく、安定した製品を生産するには欠陥を低いレベルに制御する技術が求められます。
また、デバイス構造の工夫や信頼性を確保するためのテスト技術等高度な技術が必
要となります。

 デバイスを作り込むエピタキシャルウエハーは昭和電工から低欠陥のウエハーの供給を
受けおり、昨年9月には昭和電工と長期供給契約を締結いたしました。

 鉄道向けで培った技術をベースに他のアプリケーションへの展開を急いでおり、650Vと
1.2kVの主に電源向けMOSFETの単体製品のサンプル出荷を昨年11月より開始し
ました。また、先ほどご説明した車載向けのSiC-MOSFETの開発に注力しています。

 今後は右の上にありますように、車載向けではゲート構造をウエハーの中に埋め込んだ
新構造での性能改善版の開発、右下の送配電や再エネに向けた高電圧用途にはシ
リコンのMOSFETで採用しているスーパージャンクションと呼ばれる構造を導入して低損
失化を図ってまいります。右の二つの構造はデバイスの製造工程中にインプロセスエピと
呼んでいるエピタキシャル成長工程が必要となり、装置及びプロセス開発でニューフレア
との共同開発を行っていきます。
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（GaN-FET：新構造デバイスの開発で電源の小型化を目指す）
 次に、化合物半導体のGaNについてご説明いたします。
 当社は第一世代としてGaNとシリコンのパワーMOSFETを組み合わせ、これを一般的
な制御用のICと組み合わせる構成で、シリコンのみのデバイスに対して損失を半減した
製品の提供を23年に開始する予定です。主な用途は民生、産業用のスイッチング電
源になります。

 次の世代として、本格的にGaNパワーデバイス事業を離陸させるため、現在コーポレー
トラボで開発中の新デバイス構造を、デバイスCo.に部隊を集結、増強させ開発を加
速させます。

 GaNの特長である高速スイッチングをGaN単体で実現し、当社から供給する制御IC
と組み合わせて提供していきます。これによりシリコンに比較して6割前後、電源部の体
積が削減され機器の小型化が実現されます。

 例えば、データセンター等に設置されるサーバーの専有面積も削減できます。国内外の
電源メーカーとも連携して開発してまいります。
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（モーター領域：マイコン・アナログ・パワー半導体で強力にサポート）
 半導体のご説明の最後に、モーター制御領域への取り組みについてご説明いたしま
す。

 半導体製品の売上の1/3はモーター制御関連領域向けとなっています。モーター制御
は車載、産業、民生の幅広いアプリケーションで必要となり、その制御方法も様々です
が、当社はモーター制御マイコン、モーターを動かすパワー半導体を制御するアナログ半
導体、そしてIPD（インテリジェントパワーデバイス）を含むパワー半導体をお客様に提
供し、モーターの静音化や低発熱を可能にし、省電力、高性能化に貢献します。

 当社はモーター制御技術の開発に長い歴史を有し、ベクトル制御エンジンや自動調
整機能等の高度な制御技術を搭載した製品を展開しています。今後、AIによる制御
を搭載した製品も検討してまいります。

67



（データセンターを支えるストレージデバイス）
 次にHDD製品についてご説明します。
 左はデータセンターにおける記憶デバイスの階層構造を示しています。高速データ処理
が必要な部分にはDRAMが使われます。ストレージについても高速処理が必要な部
分にはフラッシュメモリーで構成されるSSDが使われます。

 一方、大容量のストレージについては大容量HDDが主力のデバイスとなっておりほとん
どデータを書き換えないコールドデータと呼ばれる領域には磁気テープが使われる場合
もあります。

 大容量ストレージではSSDとHDDのコスト差は1桁弱あり、したがって、今後もメインの
ストレージデバイスには低コストでデータの長期保存にも適したHDDが使われ続けてい
きます。

 HDDも新技術の継続的な導入により、記憶容量当たりのコストは継続的に下げてい
ける見込です。
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（データセンター向けHDDの大容量化ロードマップ）
 これは大容量化のロードマップと導入技術を示したものです。
 20年にはMAMR技術と呼ばれる、マイクロ波により記録密度を上げる技術を世界で
初めて採用した18TBを製品化しました。ディスクの枚数を10枚にした20TBの開発も
21年度に完了しています。これにデータを重ねてトラックに書き込み、記録密度を上げ
る瓦書き方式を採用した製品で、来年26TBをリリースする予定です。

 MAMR技術をさらに進化させたMAS-MAMR技術については技術検証を完了し、昨
年プレスリリースも行いました。この技術を使って30TBを23年度中には完成させます。

 さらなる大容量化に向けて、MAS-MAMRの効果をさらに高め35TB以上を目指しま
すが、並行して新たに熱アシストによる記録密度向上を目指すHAMR技術も開発し
ていきます。
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（HDD大容量化技術）
 これは、HDDの大容量化を実現する、開発中のそれぞれの新技術を示しています。
 一番左のMAMR技術はヘッドからマイクロ波を発生させ、記録密度を高くする磁性材
料を使ったメディアに対しても書き込みを容易にするものです。最初のFC-MAMRTMは
磁束の強度を上げる効果が大きい方式で、すでに量産展開されています。MAS-
MAMRはマイクロ波をより強力に発生させ、それによる効果で書き込みをさらに容易に
して記録密度を高める技術です。

 メディアを製造する昭和電工、ヘッドを製造するＴＤＫと緊密に連携して開発を推進
しており、30TB機を23年度には顧客認定を完了させ、24年から量産寄与させたいと
考えています。この技術をさらに進化させて、35TB以降の大容量機の実現を目指し
ます。

 さらに先に向けては、HAMRと呼ばれる熱を加えて書き込みをしやすくする技術を開発
中です。ヘッドの長期信頼性の確保等の高度な技術課題があり、MAMR技術の進
化との並行検討となりますが、24年にはHAMR搭載のプロトタイプ機の試作を完了さ
せたいと考えております。

 さらに、ディスクの枚数については、現在の1インチ厚のフォームファクターでは11枚まで
搭載する事が可能と考えており、すでに10枚機までは実現していますが、11枚機の技
術を開発中です。
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（ニューフレアテクノロジー：電子ビームマスク描画装置）
 次に半導体製造装置の事業を展開しているニューフレアの製品と技術を説明します。
まず電子ビームマスク描画装置です。

 左の写真は、最新式のマルチビーム描画装置MBMTM-2000です。高精度・高生産
性を実現するために、これまで20年以上シングルビーム装置の開発で培ってきた高信
頼性の電子光学系やステージ機構、高速データ制御技術、各種の描画精度補正技
術がベースになっています。

 特に、他社に対する差異化技術として、ニューフレアが独自開発した高輝度電子源、
26万本のビームを個別にOn/Off制御するため東芝のデバイス技術を結集して完成
したマルチビーム制御素子があります。この素子による当社独自の一段加速方式は、
高精度で高い安定性を有する描画を実現できます。

 先端半導体の2nm以降のデザインルールに対応する次世代機MBMTM-3000に向
けては、さらなる高電流・高輝度を得るための新電子源と、より高精細・大規模のマル
チビーム制御素子を開発中です。これらの開発を計画通りに進めて、お客様の開発
ロードマップにミートさせるべく、23年中に出荷を開始したいと考えております。

 このように、ニューフレアのマルチビーム描画装置は、最先端の微細半導体製造に導入
されているEUVリソグラフィ用マスク描画において、その高精度、高生産性により大きな
威力を発揮できます。
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（ニューフレアテクノロジー：エピタキシャル成長装置）
 次に、化合物パワー半導体製造に不可欠なエピタキシャル成長装置を説明します。
 ニューフレアのエピタキシャル成長装置は、ウエハーを１枚ずつ処理する枚葉式の装置
です。中央の模式図に示されているように、反応炉内では高速に回転しているウエハー
に向けて、垂直・下向きにプロセスガスを均一に流す独自の方式で、膜表面の低欠陥
密度・高い成膜均一性・ 高速成膜を実現しています。

 右上の写真は、SiC用のエピタキシャル成長装置、右下の写真はGaN用のエピタキ
シャル成長装置になります。

 独自の成膜方式により、今後主流になる200mmウエハーにおいても高い成膜速度
を維持でき、現在の150mmウエハーと同等のスループットを実現しています。

 また、デバイス製造工程中にエピタキシャル成長を行うインプロセスエピや、GaNの低欠
陥成膜技術等、デバイス開発に必要な仕様に基づく装置開発に向けてデバイスCo.
グループ内の半導体事業部と連携して共同開発に取り組みます。

 カーボンニュートラル実現に向けて、化合物半導体のエピタキシャルウエハーの需要が
急速に高まっていますが、その普及には欠陥の少ないエピタキシャルウエハーを高いス
ループットで生産することが不可欠です。本装置はそのニーズに応えていけると考えてお
り、多数の顧客から世界的にも高い評価を得ています。
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（まとめ デバイスCo.の事業成長に向けて）
 本日のデバイスCo.の事業戦略のまとめです。
 半導体事業は、脱炭素に向けて大きな市場伸長が期待されるパワー半導体を中心
に、スピンオフ後のタイムリーで迅速な経営判断により開発・生産に積極投資を実行し
事業の大きな成長を図ります。

 HDDは、市場が大きく拡大する世界のデータセンター向けストレージに集中。先端技
術の投入による大容量化の推進により、25年度に24%以上、近い将来3割以上の
シェアを目指します。

 ニューフレアは、本日ご説明したように、競争力の高い描画装置、エピタキシャル成長
装置を武器として有しており、半導体の微細化や脱炭素の潮流の中で市場での地位
をさらに高め、高収益事業として大きく成長させていきます。

 本日はありがとうございました。
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